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地域介護・ 福祉空間整備等施設整備交付金及び地域介護・ 福祉空間 

整備推進交付金の交付について 

 

 

地域における 公的介護施設等の計画的な整備等の促進に関する 法律（ 平成元年法律

第６ ４ 号） 第５ 条第２ 項に基づく 交付金の交付については、 別紙１ （ 中核市・ 市区町

村） 「 地域介護・ 福祉空間整備等施設整備交付金及び地域介護・ 福祉空間整備推進交

付金交付要綱」 （ 以下「 交付要綱」 と いう 。 ） によ り 行う こ と と さ れ、 平成２ ４ 年４

月１ 日から 適用する こ と と さ れたので通知する 。              

 なお、 平成１ ８ 年５ 月２ ９ 日老発０ ５ ２ ９ ０ ０ １ 号厚生労働事務次官通知「 地域介

護・ 福祉空間整備等交付金及び地域介護・ 福祉空間整備推進交付金の交付について」

は廃止する 。  

 おっ て、 平成２ ３ 年度以前に交付さ れた交付金の取扱いについては、 なお従前の例

によ る も のと する 。  

 

 

  



 

厚生省 
労働省 

別紙 

地域介護・ 福祉空間整備等施設整備交付金交付要綱 

 

（ 通則）  

１  地域介護・ 福祉空間整備等施設整備交付金（ 以下「 交付金」 と いう 。 ） の交付に

ついては、 予算の範囲内において交付する も のと し 、補助金等に係る 予算の執行の

適正化に関する 法律（ 昭和３ ０ 年法律第１ ７ ９ 号） 、 補助金等に係る 予算の執行の

適正化に関する 法律施行令（ 昭和３ ０ 年政令第２ ５ ５ 号。 以下「 適化法施行令」 と

いう 。 ） 及び厚生労働省所管補助金等交付規則（ 平成１ ２ 年  令第６ 号） の規定

によ る ほか、 こ の交付要綱の定める と こ ろによ る 。  

 

（ 交付の目的）  

２  こ の交付金は、平成１ ８ 年５ 月２ ９ 日老発第０ ５ ２ ９ ０ ０ １ 号厚生労働省老健局

長通知の別紙「 地域介護・ 福祉空間整備等施設整備交付金実施要綱」（ 以下「 実施要

綱」 と いう 。） 第２ の１ によ り 市町村（ 指定都市、 中核市を 除く 。） 及び特別区（ 以

下「 市区町村」 と いう ） 並びに指定都市及び中核市（ 以下「 市町村等」 と いう 。） が

作成し た防災・ 減災等市町村事業整備計画及び実施要綱第３ の１ によ り 都道府県並

びに指定都市及び中核市（ 以下「 都道府県等」 と いう 。） が作成し た防災・ 減災等都

道府県事業整備計画に基づく 高齢者施設等の防災・ 減災対策及び新型コ ロ ナウ イ ル

ス の感染拡大防止対策を推進する 施設及び設備等の整備事業（ 以下「 施設等整備事

業」 と いう 。） の実施に要する 経費に充てる ため、市区町村及び都道府県等に交付す

る こ と によ り 、地域における 防災・ 感染防止体制の強化に資する こ と を目的と する 。 

 

（ 交付の対象）  

３  こ の交付金は、 実施要綱に基づき 実施さ れる 次の事業を 交付の対象と する 。  

（ １ ） 実施要綱第２ に定める 市町村交付金 

防災・ 減災等市町村事業整備計画に基づき 、 市町村等が実施する 施設等整備事

業、 又は民間等の事業者が実施する 施設等整備事業に対し 市町村等が補助する 事

業 

（ ２ ） 実施要綱第３ に定める 都道府県交付金 

防災・ 減災等都道府県事業整備計画に基づき 、 都道府県等が実施する 施設等整

備事業、 又は市町村等及び民間等の事業者が実施する 施設等整備事業に対し 都道

府県等が補助する 事業 

 

（ 交付金の対象除外）  

４  こ の交付金は、 次に掲げる 費用については、 交付の対象と し ないも のと する 。  



 

（ １ ） 土地の買収又は整地に要する 費用 

（ ２ ） 職員の宿舎、 車庫又は倉庫の建設に要する 費用 

（ ３ ） その他施設等整備事業と し て適当と は認めら れない費用 

 

（ 交付額の算定方法）  

５  こ の交付金の交付額は、 次によ り 算出する も のと する 。  

（ １ ） 防災・ 減災等事業支援特例交付金（ 防災・ 減災等市町村事業整備計画に係る 分）  

防災・ 減災等市町村事業整備計画に記載さ れた実施要綱第２ の２ に掲げる 事業

につき 、 次の表の第１ 欄に定める 区分ごと に第３ 欄に定める 対象経費の実支出額

と 第２ 欄に定める 基準額と を比較し て少ない方の額と 、 総事業費から 寄付金その

他の収入額（ 社会福祉法人等の営利を 目的と し ない法人の場合は、 寄付金収入額

を 除く 。以下同じ 。） を 控除し た額と を 比較し て少ない方の額に第４ 欄に定める 交

付率を乗じ て得た額（ ただし 、 交付率を乗じ て得た額に１ ， ０ ０ ０ 円未満の端数

が生じ た場合には、 こ れを 切り 捨てる も のと する 。） の合計額を交付額と する 。  

１  区分 ２  基準額 ３  対象経費 ４  交付率 

既 存 の

小規模高

齢者施設

等の ス プ

リ ン ク ラ

ー設備等

整備事業 

実施要綱

の 第２ の ３

に 基づく 算

定方法に よ

り 、 厚生労

働大臣が 必

要と 認め た

額 

防災・ 減災等市町村事業整備計画に基

づく 既存の小規模高齢者施設等のス プ

リ ンク ラ ー設備等の整備事業（ 施設の整

備と 一体的に整備さ れる も のであっ て、

当該区域を 管轄する 地方厚生局長（ 徳島

県、 香川県、 愛媛県及び高知県にあっ て

は四国厚生支局長。以下「 地方厚生（ 支）

局長」 と いう 。） が必要と 認めた整備を

含む。） に必要な工事費又は工事請負費

及び工事事務費（ 工事施工のため直接必

要な事務に要する 費用であっ て、 旅費、

消耗品費、 通信運搬費、 印刷製本費及び

設計監督料等を いい、 その額は、 工事費

又は工事請負費の２ ．６ ％に相当する 額

を限度額と する 。）。  

ただし 、 別の負担（ 補助） 金等におい

て別途補助対象と する 費用を 除き 、工事

費又は工事請負費には、こ れと 同等と 認

めら れる 委託費、分担金及び適当と 認め

ら れる 購入費等を 含む。  
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・（１）は市町村事業のため、今回の要望調査対象外です。
・県事業は（２）です。



 

認 知 症

高齢者グ

ループ ホ

ーム 等の

防災改修

等支援事

業 

実施要綱

の 第２ の ３

に 基づく 算

定方法に よ

り 、 厚生労

働大臣が 必

要と 認め た

額 

防災・ 減災等市町村事業整備計画に基

づく 認知症高齢者グ ループホ ーム 等の

防災改修等支援事業（ 施設の整備と 一体

的に整備さ れる も のであって、地方厚生

（ 支）局長が必要と 認めた整備を 含む。）

に必要な工事費又は工事請負費及び工

事事務費（ 工事施工のため直接必要な事

務に要する 費用であっ て、 旅費、 消耗品

費、 通信運搬費、 印刷製本費及び設計監

督料等をいい、 その額は、 工事費又は工

事請負費の２ ．６ ％に相当する 額を 限度

額と する 。 ） 。  

ただし 、 別の負担（ 補助） 金等において

別途補助対象と する 費用を除き 、工事費

又は工事請負費には、こ れと 同等と 認め

ら れる 委託費、分担金及び適当と 認めら

れる 購入費等を 含む。  

10/10 

高 齢 者

施設等の

給水設備

整備事業 

実施要綱

の 第２ の ３

に 基づく 算

定方法に よ

り 、 厚生労

働大臣が 必

要と 認め た

額 

防災・ 減災等市町村事業整備計画に基

づく 高齢者施設等の給水設備整備事業

（ 施設の整備と 一体的に整備さ れる も

のであって、 地方厚生（ 支） 局長が必要

と 認めた整備を 含む。 ） に必要な工事費

又は工事請負費及び工事事務費（ 工事施

工のため直接必要な 事務に要する 費用

であっ て、旅費、消耗品費、通信運搬費、

印刷製本費及び設計監督料等をいい、そ

の額は、 工事費又は工事請負費の２ ．

６ ％に相当する 額を限度額と する 。 ） 。 

ただし 、 別の負担（ 補助） 金等におい

て別途補助対象と する 費用を 除き 、工事

費又は工事請負費には、こ れと 同等と 認

めら れる 委託費、分担金及び適当と 認め

ら れる 購入費等を 含む。  
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高 齢 者

施設等の

実施要綱

の 第２ の ３

防災・ 減災等市町村事業整備計画に基

づく 高齢者施設等のブロ ッ ク 塀等改修
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ブ ロ ッ ク

塀等改修

整備事業 

に 基づく 算

定方法に よ

り 、 厚生労

働大臣が 必

要と 認め た

額 

整備事業（ 施設の整備と 一体的に整備さ

れる も のであっ て、 地方厚生（ 支） 局長

が必要と 認めた整備を 含む。 ） に必要な

工事費又は工事請負費及び工事事務費

（ 工事施工のため直接必要な事務に要

する 費用であっ て、 旅費、 消耗品費、 通

信運搬費、印刷製本費及び設計監督料等

をいい、 その額は、 工事費又は工事請負

費の２ .６ ％に相当する 額を 限度額と す

る 。 ） 。  

ただし 、 別の負担（ 補助） 金等におい

て別途補助対象と する 費用を 除き 、工事

費又は工事請負費には、こ れと 同等と 認

めら れる 委託費、分担金及び適当と 認め

ら れる 購入費等を 含む。  

高 齢 者

施設等の

換気設備

整備事業 

実施要綱

の 第２ の ３

に 基づく 算

定方法に よ

り 、 厚生労

働大臣が 必

要と 認め た

額 

防災・ 減災等市町村事業整備計画に基

づく 高齢者施設等の換気設備整備事業

（ 施設の整備と 一体的に整備さ れる も

のであって、地方厚生 （ 支） 局長が必要

と 認めた整備を 含む。 ） に必要な工事費

又は工事請負費及び工事事務費（ 工事施

工のため直接必要な 事務に要する 費用

であっ て、旅費、消耗品費、通信運搬費、

印刷製本費及び設計監督料等をいい、そ

の額は、 工事費又は工事請負費の２ ．

６ ％に相当する 額を限度額と する 。 ） 。 

ただし 、 別の負担（ 補助） 金等におい

て別途補助対象と する 費用を 除き 、工事

費又は工事請負費には、こ れと 同等と 認

めら れる 委託費、分担金及び適当と 認め

ら れる 購入費等を 含む。  
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（ ２ ） 防災・ 減災等事業支援特例交付金（ 防災・ 減災等都道府県事業整備計画に係る

分）  

防災・ 減災等都道府県事業整備計画に記載さ れた事業につき 、 次の表の第１ 欄

（２）が県事業で、今回の要望調査対象です。



 

に定める 区分ご と に第３ 欄に定める 対象経費の実支出額と 第２ 欄に定める 基準

額と を比較し て少ない方の額と 、 総事業費から 寄付金その他の収入額（ 社会福祉

法人の営利を 目的と し ない法人の場合は、寄付金収入額を除く 。以下同じ 。） を 控

除し た額と を 比較し て少ない方の額に第４ 欄に定める 交付率を 乗じ て得た額（ た

だし 、 交付率を 乗じ て得た額に１ ， ０ ０ ０ 円未満の端数が生じ た場合には、 こ れ

を 切り 捨てる も のと する 。） の合計額を 交付額と する 。  

１  区分 ２  基準額 ３  対象経費 ４  交付率 

既 存 の

小規模高

齢者施設

等の ス プ

リ ン ク ラ

ー設備等

整備事業 

実施要綱

の 第３ の３

に 基づく 算

定方法によ

り 、 厚生労

働大臣が必

要と 認めた

額 

防災・ 減災等都道府県事業整備計画に

基づく 既存の小規模高齢者施設等のス

プリ ンク ラ ー設備等整備事業（ 施設の整

備と 一体的に整備さ れる も のであっ て、

地方厚生（ 支） 局長が必要と 認めた整備

を 含む。） に必要な工事費又は工事請負

費及び工事事務費（ 工事施工のため直接

必要な事務に要する 費用であ っ て、 旅

費、 消耗品費、 通信運搬費、 印刷製本費

及び設計監督料等をいい、 その額は、 工

事費又は工事請負費の２ ．６ ％に相当す

る 額を 限度額と する 。）。  

ただし 、 別の負担（ 補助） 金等におい

て別途補助対象と する 費用を 除き 、工事

費又は工事請負費には、こ れと 同等と 認

めら れる 委託費、分担金及び適当と 認め

ら れる 購入費等を 含む。  
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社 会 福

祉連携推

進法人等

に 係る 高

齢者施設

等の 大規

模修繕等

支援事業 

実施要綱

の 第３ の３

に 基づく 算

定方法によ

り 、 厚生労

働大臣が必

要と 認めた

額 

防災・ 減災等都道府県事業整備計画に

基づく 社会福祉連携推進法人等に係る

高齢者施設等の大規模修繕等支援事業

（ 施設の整備と 一体的に整備さ れる も

のであって、 地方厚生（ 支） 局長が必要

と 認めた整備を含む。 ） に必要な工事費

又は工事請負費及び工事事務費（ 工事施

工のため直接必要な 事務に要する 費用

であっ て、旅費、消耗品費、通信運搬費、

印刷製本費及び設計監督料等をいい、そ

の額は、 工事費又は工事請負費の２ ．
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６ ％に相当する 額を限度額と する 。 ） 。 

ただし 、 別の負担（ 補助） 金等におい

て別途補助対象と する 費用を 除き 、工事

費又は工事請負費には、こ れと 同等と 認

めら れる 委託費、分担金及び適当と 認め

ら れる 購入費等を 含む。  

国 土 強

靭化対策

と 一体的

に 行う 大

規模修繕

等支援事

業 

実施要綱

の 第３ の３

に 基づく 算

定方法によ

り 、 厚生労

働大臣が必

要と 認めた

額 

防災・ 減災等都道府県事業整備計画に

基づく 国土強靭化対策と 一体的に行う

大規模修繕等支援事業（ 施設の整備と 一

体的に整備さ れる も のであっ て、地方厚

生（ 支） 局長が必要と 認めた整備を 含

む。 ） に必要な工事費又は工事請負費及

び工事事務費（ 工事施工のため直接必要

な事務に要する 費用であって、 旅費、 消

耗品費、 通信運搬費、 印刷製本費及び設

計監督料等を いい、 その額は、 工事費又

は工事請負費の２ ．６ ％に相当する 額を

限度額と する 。 ） 。  

ただし 、 別の負担（ 補助） 金等におい

て別途補助対象と する 費用を 除き 、工事

費又は工事請負費には、こ れと 同等と 認

めら れる 委託費、分担金及び適当と 認め

ら れる 購入費等を 含む。  

1/3 

高 齢 者

施設等の

非常用自

家発電設

備整備事

業 

実施要綱

の 第３ の３

に 基づく 算

定方法によ

り 、 厚生労

働大臣が必

要と 認めた

額 

防災・ 減災等都道府県事業整備計画に

基づく 高齢者施設等の非常用自家発電

設備整備事業（ 施設の整備と 一体的に整

備さ れる も のであって、 地方厚生（ 支）

局長が必要と 認めた整備を含む。 ） に必

要な工事費又は工事請負費及び工事事

務費（ 工事施工のため直接必要な事務に

要する 費用であっ て、 旅費、 消耗品費、

通信運搬費、印刷製本費及び設計監督料

等を いい、 その額は、 工事費又は工事請

負費の２ ．６ ％に相当する 額を 限度額と

する 。 ） 。  

1/2 



 

ただし 、 別の負担（ 補助） 金等におい

て別途補助対象と する 費用を 除き 、工事

費又は工事請負費には、こ れと 同等と 認

めら れる 委託費、分担金及び適当と 認め

ら れる 購入費等を 含む。  

高 齢 者

施設等の

水害対策

強化事業 

実施要綱

の 第３ の３

に 基づく 算

定方法によ

り 、 厚生労

働大臣が必

要と 認めた

額 

防災・ 減災等都道府県事業整備計画に

基づく 高齢者施設等の水害対策強化事

業（ 施設の整備と 一体的に整備さ れる も

のであって、 地方厚生（ 支） 局長が必要

と 認めた整備を含む。 ） に必要な工事費

又は工事請負費及び工事事務費（ 工事施

工のため直接必要な 事務に要する 費用

であっ て、旅費、消耗品費、通信運搬費、

印刷製本費及び設計監督料等をいい、そ

の額は、 工事費又は工事請負費の２ ．

６ ％に相当する 額を限度額と する 。 ） 。 

ただし 、 別の負担（ 補助） 金等におい

て別途補助対象と する 費用を 除き 、工事

費又は工事請負費には、こ れと 同等と 認

めら れる 委託費、分担金及び適当と 認め

ら れる 購入費等を 含む。  

1/2 

高 齢 者

施設等の

給水設備

整備事業 

実施要綱

の 第３ の３

に 基づく 算

定方法によ

り 、 厚生労

働大臣が必

要と 認めた

額 

防災・ 減災等都道府県事業整備計画に

基づく 高齢者施設等の給水設備整備事

業（ 施設の整備と 一体的に整備さ れる も

のであって、 地方厚生（ 支） 局長が必要

と 認めた整備を含む。 ） に必要な工事費

又は工事請負費及び工事事務費（ 工事施

工のため直接必要な 事務に要する 費用

であっ て、旅費、消耗品費、通信運搬費、

印刷製本費及び設計監督料等をいい、そ

の額は、 工事費又は工事請負費の２ ．

６ ％に相当する 額を限度額と する 。 ） 。 

ただし 、 別の負担（ 補助） 金等におい

て別途補助対象と する 費用を 除き 、工事

費又は工事請負費には、こ れと 同等と 認

1/2 



 

めら れる 委託費、分担金及び適当と 認め

ら れる 購入費等を 含む。  

高 齢 者

施設等の

ブ ロ ッ ク

塀等改修

整備事業 

実施要綱

の 第３ の３

に 基づく 算

定方法によ

り 、 厚生労

働大臣が必

要と 認めた

額 

防災・ 減災等都道府県事業整備計画に

基づく 高齢者施設等のブロ ッ ク 塀等改

修整備事業（ 施設の整備と 一体的に整備

さ れる も のであっ て、 地方厚生（ 支） 局

長が必要と 認めた整備を 含む。 ） に必要

な工事費又は工事請負費及び工事事務

費（ 工事施工のため直接必要な事務に要

する 費用であって、 旅費、 消耗品費、 通

信運搬費、印刷製本費及び設計監督料等

をいい、 その額は、 工事費又は工事請負

費の２ .６ ％に相当する 額を 限度額と す

る 。 ） 。  

ただし 、 別の負担（ 補助） 金等におい

て別途補助対象と する 費用を 除き 、工事

費又は工事請負費には、こ れと 同等と 認

めら れる 委託費、分担金及び適当と 認め

ら れる 購入費等を 含む。  

1/2 

高 齢 者

施設等の

換気設備

整備事業 

実施要綱

の 第３ の３

に 基づく 算

定方法によ

り 、 厚生労

働大臣が必

要と 認めた

額 

防災・ 減災等都道府県事業整備計画に

基づく 高齢者施設等の換気設備整備事

業（ 施設の整備と 一体的に整備さ れる も

のであって、地方厚生 （ 支） 局長が必要

と 認めた整備を含む。 ） に必要な工事費

又は工事請負費及び工事事務費（ 工事施

工のため直接必要な 事務に要する 費用

であっ て、旅費、消耗品費、通信運搬費、

印刷製本費及び設計監督料等をいい、そ

の額は、 工事費又は工事請負費の２ ．

６ ％に相当する 額を限度額と する 。 ） 。 

ただし 、 別の負担（ 補助） 金等におい

て別途補助対象と する 費用を 除き 、工事

費又は工事請負費には、こ れと 同等と 認

めら れる 委託費、分担金及び適当と 認め

ら れる 購入費等を 含む。  

10/10 



 

 

（ 交付金の概算払）  

６  厚生労働大臣は、 必要がある と 認める 場合においては、 国の支払計画承認額の範

囲内において概算払を する こ と ができ る 。  

 

（ 交付の条件）  

７  こ の交付金の交付の決定には、 次の条件が付さ れる も のと する 。  

（ １ ） 防災・ 減災等市町村事業整備計画及び防災・ 減災等都道府県事業整備計画（ 以

下「 整備計画」 と いう 。 ） の内容を 変更（ 軽微な変更を 除く 。 ） する 場合には、

速やかに地方厚生（ 支） 局長の承認を 受けなければなら ない。  

（ ２ ） 整備計画を中止し 、 又は廃止する 場合には、 速やかに地方厚生（ 支） 局長の承

認を 受けなければなら ない。  

（ ３ ） 整備計画が予定期間内に完了し ない場合又は整備計画の遂行が困難になっ た場

合には、 速やかに地方厚生（ 支） 局長に報告し てその指示を 受けなければなら な

い。  

（ ４ ） こ の交付金を 受けて都道府県等又は市町村等が事業を 実施する 場合には、 次の

条件が付さ れる も のと する 。  

ア 事業によ り 取得し 、又は効用の増加し た不動産及びその従物並びに事業によ

り 取得し 、 又は効用の増加し た価格が単価５ ０ 万円以上の機械、 器具及びその

他の財産については、 適化法施行令第１ ４ 条第１ 項第２ 号の規定によ り 厚生労

働大臣が別に定める 期間を 経過する ま で、 地方厚生（ 支） 局長の承認を受けな

いでこ の交付金の交付の目的に反し て使用し 、 譲渡し 、 交換し 、 貸し 付け、 担

保に供し 、 取壊し 、 又は廃棄し てはなら ない。  

イ  地方厚生（ 支） 局長の承認を受けて財産を処分する こ と によ り 収入があっ た

場合には、 その収入の全部又は一部を 国庫に納付さ せる こ と がある 。  

ウ  事業によ り 取得し 、 又は効用の増加し た財産については、 事業の完了後にお

いても 、 善良な管理者の注意を も って管理する と と も に、 その効率的な運用を

図ら なければなら ない。  

エ 事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告によ り こ の交付金に係る 消費税

及び地方消費税に係る 仕入控除税額が確定し た場合（ 仕入控除税額が０ 円の場

合を含む。 ） は、 別紙５ の様式によ り 速やかに、 遅く と も 補助事業完了日の属

する 年度の翌々年度６ 月３ ０ 日ま でに地方厚生（ 支） 局長に報告し なければな

ら ない。 なお、 交付金に係る 仕入控除税額がある こ と が確定し た場合には、 当

該仕入控除税額を 国庫に返還し なければなら ない。  

オ こ の交付金と 整備計画に基づく 事業に係る 予算及び決算と の関係を 明ら か

にし た別紙３ の様式によ る 調書を作成する と と も に、 事業に係る 歳入及び歳出



 

について証拠書類を 整理し 、 かつ当該調書及び証拠書類を 交付金の額の確定の

日（ 整備計画の中止又は廃止の承認を 受けた場合には、 その承認を 受けた日）

の属する 年度の終了後５ 年間保管し ておかなければなら ない。 ただし 、 事業に

よ り 取得し 、 又は効用の増加し た単価５ ０ 万円以上の財産がある 場合は、 前記

の期間を 経過後、 当該財産の財産処分が完了する 日、 又は適化法施行令第１ ４

条第１ 項第２ 号の規定によ り 厚生労働大臣が別に定める 期間を 経過する 日の

いずれか遅い日ま で保管し ておかなければなら ない。  

カ  事業を 行う ために建設工事の完成を 目的と し て締結する いかなる 契約にお

いても 、 契約の相手方が当該工事を 一括し て第三者に請け負わせる こ と を 承諾

し てはなら ない。  

キ こ の交付金に係る 交付金の交付と 対象経費を 重複し て、お年玉付き 郵便葉書

等寄付金配分金の補助金の交付を受けてはなら ない。  

（ ５ ） 都道府県等又は市町村等が、 市町村又は民間等の事業者が実施する 事業（ 以下

「 補助事業」 と いう 。 ） に対し てこ の交付金を財源の全部若し く は一部と し て補

助金を交付する 場合には、 次の条件を 付さ なければなら ない。  

ア （ ４ ） のイ 、 ウ 、 カ及びキに掲げる 条件。  

こ の場合において「 地方厚生（ 支） 局長」 と ある のは「 都道府県知事、 指定

都市若し く は中核市又は市区町村の長」 と 、 「 国庫」 と ある のは「 都道府県等

又は市町村等」 と 、 「 事業」 と ある のは「 補助事業」 と 、 「 交付金」 と ある の

は「 補助金」 と 読み替える も のと する 。  

イ  補助事業の内容を変更（ 軽微な変更を除く 。 ） する 場合には、 速やかに都道

府県知事、 指定都市若し く は中核市又は市区町村の長の承認を 受けなければな

ら ない。  

ウ  補助事業を 中止し 、 又は廃止する 場合には、 速やかに都道府県知事、 指定都

市若し く は中核市又は市区町村の長の承認を受けなければなら ない。  

エ 補助事業が予定の期間内に完了し ない場合又は補助事業の遂行が困難にな

っ た場合には、 速やかに都道府県知事、 指定都市若し く は中核市又は市区町村

の長に報告し てその指示を 受けなければなら ない。  

オ 補助事業によ り 取得し 、又は効用の増加し た不動産及びその従物並びに補助

事業によ り 取得し 、 又は効用の増加し た単価３ ０ 万円以上の機械、 器具及びそ

の他の財産については、 適化法施行令第１ ４ 条第１ 項第２ 号の規定によ り 厚生

労働大臣が別に定める 期間を経過する ま で、 都道府県知事、 指定都市若し く は

中核市又は市区町村の長の承認を 受けないでこ の補助金の交付の目的に反し

て使用し 、 譲渡し 、 交換し 、 貸し 付け、 担保に供し 、 取壊し 、 又は廃棄し ては

なら ない。  

カ  補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によ り こ の補助金にかかる



 

消費税及び地方消費税に係る 仕入控除税額が確定し た場合（ 仕入控除税額が０

円の場合を含む。 ） は、 別紙５ の様式に準じ て速やかに、 遅く と も 補助事業完

了日の属する 年度の翌々年度の６ 月３ ０ 日ま でに都道府県知事、 指定都市若し

く は中核市又は市区町村の長に報告し なければなら ない。 なお、 補助事業を 実

施する 者（ 以下「 補助事業者」 と いう 。 ） が全国的に事業を展開する 組織の一

支部（ 又は一支社、 一支所等） であっ て、 自ら 消費税及び地方消費税の申告を

行わず、 本部（ 又は本社、 本所等） で消費税及び地方消費税の申告を 行っ てい

る 場合は、 本部の課税売上割合等の申告内容に基づき 報告を 行う こ と 。 ま た、

補助金に係る 仕入控除税額がある こ と が確定し た場合には、 当該仕入控除税額

を 都道府県等又は市町村等に返還し なければなら ない。  

キ 補助事業者は、 補助事業に係る 収入及び支出を 明ら かにし た帳簿を備え、 当

該収入及び支出について証拠書類を 整理し 、 当該帳簿及び証拠書類を 補助金の

額の確定の日（ 補助事業の中止又は廃止の承認を 受けた場合には、 その承認を

受けた日） の属する 年度の終了後５ 年間保管し ておかなければなら ない。 ただ

し 、 補助事業によ り 取得し 、 又は効用の増加し た単価３ ０ 万円以上の財産があ

る 場合は、 前記の期間を経過後、 当該財産の財産処分が完了する 日、 又は適化

法施行令第１ ４ 条第１ 項第２ 号の規定によ り 厚生労働大臣が別に定める 期間

を 経過する 日のいずれか遅い日ま で保管し ておかなければなら ない。  

ク  補助事業者が補助事業を 行う ために締結する 契約の相手方及びその関係者

から 、 寄付金等の資金提供を受けてはなら ない。 ただし 、 共同募金会に対し て

なさ れた指定寄付金を除く 。  

ケ 補助事業者が補助事業を行う ために締結する 契約については、一般競争入札

に付する など 、 都道府県等又は市町村等が行う 契約手続の取扱いに準拠し なけ

ればなら ない。  

（ ６ ） （ ５ ） によ り 付し た条件（ イ 及びウ を 除く 。 ） に基づき 都道府県知事、 指定都

市若し く は中核市又は市区町村の長が承認又は指示する 場合には、あら かじ め地

方厚生（ 支） 局長の承認又は指示を受けなければなら ない。  

（ ７ ） 補助事業者から 財産の処分によ る 収入又は消費税及び地方消費税に係る 仕入控

除税額の全部又は一部の納付があった場合には、その納付額の一部を国庫に納付

さ せる こ と がある 。  

（ ８ ） 補助事業者が（ ５ ） によ る 条件に違反し た場合には、 こ の交付金の全部又は一

部を 取り 消すこ と がある 。  

 

（ 申請手続）  

８  こ の交付金の交付の申請は、 次によ り 行う も のと する 。  

都道府県知事、 指定都市若し く は中核市又は市区町村の長は、 別紙１ の様式によ



 

る 申請書を作成し 、別に定める 日ま でに地方厚生（ 支）局長に提出する も のと する 。  

 

（ 変更申請手続）  

９  こ の交付金の交付決定後の事情の変更によ り 申請の内容を 変更し て追加交付申

請等を 行う 場合には、 ８ に定める 申請手続に従い、 別に定める 日ま でに行う も のと

する 。  

 

（ 交付決定ま での標準的期間）  

10 こ の交付金の交付の決定ま での標準的期間は、 次のと おり と する 。  

地方厚生（ 支） 局長は、 ８ 又は９ によ る 申請書が到達し た日から 起算し て原則と

し て２ 月以内に交付の決定（ 決定の変更を 含む。 ） を 行う も のと する 。  

 

（ 実績報告）  

11 こ の交付金の事業実績報告は、 次によ り 行う も のと する 。  

都道府県知事、 指定都市若し く は中核市又は市区町村の長は、 別紙２ の様式によ

る 報告書に関係書類を添えて、 事業の完了の日から 起算し て１ 月を 経過し た日（ ７

の（ ２ ） によ り 整備計画の中止又は廃止の承認を 受けた場合には、 当該承認通知を

受理し た日から 起算し て１ 月を 経過し た日） 又は翌年度４ 月１ ０ 日のいずれか早い

日ま でに、 地方厚生（ 支） 局長に提出し て行う も のと する 。  

なお、 事業が翌年度にわたる と き は、 こ の交付金の交付の決定に係る 国の会計年

度の翌年度の４ 月３ ０ 日ま でに、 別紙４ の様式によ る 報告書を 地方厚生（ 支） 局長

に提出し て行う も のと する 。  

 

（ 交付金の返還）  

12 地方厚生（ 支） 局長は、 交付すべき 交付金の額を確定し た場合において、 既にそ

の額を 超える 交付金が交付さ れている と き は、 期限を 定めて、 その超える 部分につ

いて国庫に返還する こ と を 命ずる も のと する 。  

 

（ その他）  

13 特別の事情によ り ５ 、 ８ 、 ９ 及び１ １ に定める 算定方法、 手続き によ る こ と がで

き ない場合には、 あら かじ め地方厚生（ 支） 局長の承認を 受けてその定める と こ ろ

によ る も のと する 。  

 

 

 

 



別紙１  

番     号 

年  月  日 

 

○○厚生（ 支） 局長 殿 

 

指定都市の長 

中 核 市の長   

市区町村の長 

 

 

（ 元号）   年度地域介護・ 福祉空間整備等施設整備交付金の 

交付申請について 

 

 

標記について、 次によ り 交付金を 交付さ れる よ う 関係書類を添えて申請する 。  

 

記 

 

１  交付申請一覧表                  別紙（ １ ） －１ のと おり  

 

２  （ 元号）   年度地域介護・ 福祉空間整備等施設整備交付金申請額算出内訳 

           別紙（ １ ） －２ のと おり  

 

（ 添付書類）  

・ 指定都市、 中核市又は市区町村の歳入歳出予算書（ 見込書） 抄本 

  



別紙（ 1） -1

（ 単位： 円）

交付申請一覧表

（ 都道府県、 指定都市、 中核市又は市区町村名) 

計 画 名 交付金交付申請額

合  計



別紙（ １ ） －２

（ 単位： 円）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ （ Ａ －Ｃ ） Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ

（ 注１ ） 交付金所要額欄には、 各施設ご と の所要額を 記入する こ と 。

（ 注２ ） G欄には、 E欄と F欄の額を比較し て少ない額に交付率を乗じ て得た額を 記入する こ と 。

（ 注３ ） H欄には、 G欄の額を記入する こ と 。 ま た、 基準額欄には、 内示額（ の2倍ま たは３ 倍） の金額を記入する こ と 。 ただし 、 千円未満の端数が生じ た場合には、 こ れを切り 捨てる も のと する 。

（ 注４ ） 抵当権設定有無欄には、 補助財産取得時に併せて抵当権設定する 場合「 有り 」 と 記入する こ と 。

既存の小規模高齢者施設等のス プリ ン ク ラ ー設備等整備事

業

10/10

（ 元号）   年 度 地 域 介 護 ・ 福 祉 空 間 整 備 等 施 設 整 備 交 付 金 申 請 額 算 出 内 訳

施設名・ 事業名等 設置主体 総事業費
対象経費の

実支出額

寄付金その他

の収入額
差引額

Ｂ と Ｄ を 比較し て少

ない方の額
基準額

Ｅ と Ｆ を 比較し て少ない

方の額×交付率

交付金

所要額

抵当権設定

の有無
交付率

認知症高齢者グループホーム等の防災改修等支援事業

10/10

社会福祉連携推進法人等に係る 高齢者施設等の大規模修繕

等支援事業

 1/2

国土強靭化対策と 一体的に行う 大規模修繕等支援事業

 1/3

高齢者施設等の非常用自家発電設備整備事業

 1/2

高齢者施設等の水害対策強化事業

 1/2

高齢者施設等の給水設備整備事業

 1/2

高齢者施設等のブロ ッ ク 塀等改修整備事業

 1/2

高齢者施設等の換気設備整備事業

10/10

合  計



別紙２  

番     号 

年  月  日 

 

○○厚生（ 支） 局長 殿 

 

指定都市の長 

中 核 市の長   

市区町村の長 

 

 

（ 元号）   年度地域介護・ 福祉空間整備等施設整備交付金の 

事業実績報告について 

 

 

（ 元号）   年  月  日第  号で交付決定を受けた（ 元号）   年度地域介

護・ 福祉空間整備等施設整備交付金の事業実績については、 次の関係書類を 添えて報

告する 。  

 

記 

 

１  精算額一覧表                   別紙（ ２ ） －１ のと おり  

 

２  （ 元号）   年度地域介護・ 福祉空間整備等施設整備交付金精算額算出内訳 

           別紙（ ２ ） －２ のと おり  

 

（ 添付書類）  

・ 指定都市、 中核市又は市区町村の歳入歳出決算書（ 見込書） 抄本 

  



（ 都道府県、 指定都市、 中核市又は市区町村名)

(単位： 円）

別紙（ 2） -1

精算額一覧表

計画名 交付金精算額

合計



別紙（ ２ ） －２

（ 単位： 円）

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ （ Ａ －Ｃ ） Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ (Ｊ -Ｈ )

（ 注１ ） 交付金所要額欄には、 各施設ごと の所要額を記入する こ と 。

（ 注２ ） G欄には、 E欄と F欄の額を比較し て少ない額に交付率を乗じ て得た額を記入する こ と 。

（ 注３ ） H欄には、 G欄の額を記入する こ と 。 ま た、 基準額欄には、 内示額（ の2倍ま たは３ 倍） の金額を記入する こ と 。 ただし 、 千円未満の端数が生じ た場合には、 こ れを切り 捨てる も のと する 。

（ 注4） 抵当権設定有無欄には、 補助財産取得時に併せて抵当権設定する 場合「 有り 」 と 記入し 、 抵当権の設定を証明でき る 書類（ 登記簿の写し 等） を添付する こ と 。

（ 元号）    年 度 地 域 介 護 ・ 福 祉 空 間 整 備 等 施 設 整 備 交 付 金 精 算 額 算 出 内 訳

施設名・ 事業名等 設置主体 総事業費
対象経費の

実支出額

寄付金その他

の収入額
差引額

Ｂ と Ｄ を 比較し て少

ない方の額
基準額

社会福祉連携推進法人等に係る 高齢者施設等の大規模修繕等

支援事業

 1/2

Ｅ と Ｆ を比較し

て少ない方の額

×交付率

交付金

所要額

交付金

交付決定額

交付金

受入済額

差引過

△不足額
抵当権設定

の有無

交付率

既存の小規模高齢者施設等のス プリ ンク ラ ー設備等整備事業

10/10

認知症高齢者グループホーム等の防災改修等支援事業

10/10

国土強靭化対策と 一体的に行う 大規模修繕等支援事業

 1/3

高齢者施設等の非常用自家発電設備整備事業

 1/2

高齢者施設等の水害対策強化事業

 1/2

合  計

高齢者施設等の給水設備整備事業

 1/2

高齢者施設等のブロ ッ ク 塀等改修整備事業

 1/2

高齢者施設等の換気設備整備事業

10/10



別紙３

令和  年度 厚生労働省所管 （  市町村名 ）                 

う ち交付金

相当額

う ち交付金

相当額

う ち交付金

相当額

円 円 円 円 円 円 円 円 円

（ 項） 介護保険制度運営推進

   費

 （ 目） 地域介護・ 福祉空間

        整備等施設整備交付

        金

（ 作成要領）

  １  「 国」 の「 交付決定の額」 は、 交付決定通知書の交付金の額を 記入する こ と 。

  ２  「 市町村」 の「 科目」 は、 歳入にあっ ては、 款、 項、 目、 節を 、 歳出にあっ ては、 款、 項、 目を それぞれ記入する こ と 。

  ３  「 予算現額」 は、 歳入にあっ ては、 当初予算額、 補正予算額等の区分を 、 歳出にあっ ては、 当初予算額、 補正予算額、 予備費支出額、 流用増減額等の区分を 明ら かにし て記入する こ と 。

  ４  「 備考」 は、 参考と なる べき 事項を 適宜記入する こ と 。

  ５  補助事業等の市町村の歳出予算額の繰越が行なわれた場合における 翌年度に行われる 当該事業等に係る 交付金についての調書の作成は、 本表に準ずる こ と 。 こ の場合において市町村

   の歳入の科目に「 前年度繰越額」 を 掲げる 場合は、 その「 予算現額」 及び「 収入済額」 の数字下欄に交付金額を 内書（   ） を も っ て附記する こ と 。

地域介護・ 福祉空間整備等施設整備交付金調書

国 市    町    村

備 考

歳      入 歳      出

歳 出 予 算 科 目
交付決定

の  額
科 目 予算現額 収入済額 科 目 予算現額 支出済額 翌年度繰越額



別紙４  

番     号 

年  月  日 

 

○○厚生（ 支） 局長 殿 

 

指定都市の長 

中 核 市の長   

市区町村の長 

 

 

（ 元号）   年度地域介護・ 福祉空間整備等施設整備交付金の 

年度終了実績報告について 

 

 

標記について、 補助金等に係る 予算の執行の適正化に関する 法律（ 昭和３ ０ 年法律

第１ ７ ９ 号） 第１ ４ 条後段の規定によ り 別紙のと おり 報告する 。  

 

 

記 

 

 

１  地域介護・ 福祉空間整備等施設整備交付金の年度終了実績報告書 

 

別紙４ －（ １ ） のと おり  

 

 

 

 

 

  



円 円 円 円

別紙４ －（ １ ）

地域介護・ 福祉空間整備等施設整備交付金の年度終了実績報告書

（  計画名 ）                 

計画に記載さ れた事業名

交付決定の内容 年度内遂行実績 翌年度繰越額 事業実施期間

摘要

事 業 費
完了予定

年 月 日

交 付 金

交付決定額

事業費支払

実績見込額
交付金受入額 事 業 費 交付金額 着手年月日



別紙５  

番     号 

年  月  日 

 

○○厚生（ 支） 局長 殿 

 

指定都市の長 

中 核 市の長   

市区町村の長 

 

 

（ 元号）   年度消費税及び地方消費税に係る 仕入れ控除税額報告書 

 

 

（ 元号）   年  月  日厚生労働省  第   号で交付決定を受けた（ 元号）  

年度地域介護・ 福祉空間整備等施設整備交付金に係る 消費税及び地方消費税に係る 仕

入れ控除税額については、 下記の通り 報告する 。  

 

１  施設の種類及び名称 

 

２  補助金等に係る 予算の執行の適正化に関する 法律（ 昭和３ ０ 年法律第１ ７ ９ 号）

第１ ５ 条の規定によ る 確定額又は事業実績報告によ る 精算額 

金          円 

 

３  消費税及び地方消費税の申告によ り 確定し た消費税及び地方消費税に係る 仕入

れ控除税額（ 要交付金返還相当額）  

金          円 

 

４  添付書類 

３ の消費税及び地方消費税に係る 仕入控除税額の積算内訳等 

 

 

（ 注） 当該事業に係る 各所管局課に提出する こ と 。  

 

 

 


